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1. まえがき

　落石防護擁壁とは，コンクリート擁壁の上部

に落石防止柵（以後フェンスと呼ぶ）を取り付

けたもので，落石防護工の代表的工法である．

施工実積が非常に多いにも関わらず，設計法に

関する研究はほとんどなされていない．このた

め，耐衝撃性能も明らかにされていない．

　現在，設計の実務では，フェンスの 2/3の高さ

に落石が水平に衝突するものと仮定し，支柱の

降伏荷重を求め，これを落石衝撃荷重としてい

る 1)．落石の衝突位置を特定することに，何ら根

拠があるわけではない．この設計法では，落石

が支柱基部を直撃すると降伏荷重が無限大にな

り，設計不能となる．また，同じ断面性能を持

つ支柱を使用した場合，柵高が高いほど降伏荷

重が小さくなるため，擁壁断面も小さくてすむ

という矛盾を生じる．

　落石が擁壁を直撃した場合については，落石

対策便覧 2)に設計法が示されている．しかしなが

ら，落石衝突時の擁壁の挙動を線形応答と仮定

しているため，衝撃力を過大に評価する．特に，

支持地盤が良好な場合にはバネ定数が大きくな

るのでその傾向が顕著に現れる．余りにも実態

に即していないことから，実際の設計に用いら

れることはほとんどない．
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　落石防護擁壁の破壊形態は，落石の衝突位置

により，落石防止柵の破壊，擁壁の滑動，擁壁

の転倒，擁壁コンクリートのせん断破壊が考え

られる．擁壁に持ち込まれる落石の運動エネル

ギーが，いずれかの破壊にいたるまでの吸収エ

ネルギーより小さいと擁壁は安定を保つ．

　本論文では，剛体の運動力学に基づいた落石

防護擁壁の安定性照査法を提案する．そして，

提案式の妥当性を模型実験により検証する．さ

らに，提案式と従来の方法とで試計算を行い，

提案式を採用することによるコスト縮減効果を

示す．

2.  フェンスの吸収エネルギーと限界速度

　落石がフェンスに持ち込む運動エネルギーEf

は式(1)で与えられる．
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1 mvE f = ････････････････････････( 1)

　ここに，mは落石の質量，vは落石の衝突速度

である．

　支柱の降伏による吸収エネルギーEfaは，式(2)

で算出される．ただし，落石によって２本の支

柱が同時に降伏するものとする．また，ロープ

の変形性能は十分大きいものとする．

nayfa EME +⋅= θ2 ･････････････････( 2)

　ここに，Myは支柱１本当りの降伏モーメント，

θaは支柱の許容回転角で一般には 15deg(0.26rad)，

Enはロープとネットによる吸収エネルギーで一

般に 25kJである 2)．

　式(1)と式(2)から，支柱降伏に対する落石の限

界速度 Vflが次のように求められる．
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3. 　擁壁の安定性の照査

3.1. 滑動の安全率

　図 1(a)に示すように，質量mの落石が vの速度

で質量 M の擁壁に衝突した場合，擁壁の速度 V

は運動量保存則より式(4)となる．ただし，反発

係数を eとする．
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　したがって，擁壁に持ち込まれる運動エネル

ギーEkは式(5)となる．
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　底面の摩擦係数をµ，限界滑り量をδuとすると，

摩擦により吸収できるエネルギーEka は式(6)で

与えられる．gは重力加速度である．

uka MgE µδ= ･･････････････････････( 6)

　式(5)と式(6)より，滑動に対する落石の限界速

度は Vsl式(7)，安全率 Fsは式(8)となる．
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図 1 滑 動

3.2. 転倒の安全率

(1) 前方への転倒

　図 2に示すように，落石が擁壁の C 点に衝突

すれば，擁壁は A点を中心に回転を始める．こ

のときの角速度ωAは，角運動量保存則より式(9)

で求められる．
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図 2 前方への回転
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　ここに，yCは擁壁底面からC点までの高さ， IA

は回転中心 Aに関する擁壁の慣性モーメント，

IGは重心に関する慣性モーメント，rAGはA点か

ら重心までの距離である．

　回転による運動エネルギーErは式(11)となる．
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　擁壁の回転によって吸収できるエネルギーEra

は式(12)で求められる．

( )GAGra yrMgE −= ････････････････ ( 12)

　ここに，yGは擁壁底面から図心 Gまでの高さ

である．

　式(9)～式(12)より，転倒に対する落石の限界速

度 Vrlは式(13)で，安全率 Fsは式(14)で求められ

る．
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　擁壁が回転するとき，つま先の地盤が降伏す

ると仮定すれば，回転中心は式(15)で求められる．

ただし，xGは擁壁図心からつま先までの距離，

qdは地盤の極限支持力度，Lは擁壁の延長である．
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図 3 後方への回転

(2) 後方への転倒

　擁壁が台形断面をしている場合，前方へ転倒

しなくても図 3のように B 点を中心として後方

へ転倒する可能性がある．この場合の安定検討

は，回転開始時の角速度ωBが式(16)となるので，

前方への転倒と同様の方法で計算できる．

ABB e ωω = ････････････････････････ (16)

　ここに，eBは擁壁底面が地盤へ衝突するとき

の反発係数である．

3.3. 　擁壁の図心位置と慣性モーメント

　図 4 のような任意多角形断面の図心位置は，

式(17)で求められる．
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　また，回転中心 A点に関する慣性モーメント

IAは式(18)で求められる．
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4. 室内模型実験

4.1. 実験の方法

　図 5 に示すように鋼板の上にコンクリート製

の模型擁壁を置き，天井から紐で吊した鉛球(質

量 1.2kg，2.0kg，3.5kg)を衝突させ，擁壁の挙動

をビデオカメラ，デジタルカメラで測定した．

　擁壁は，矩形断面(質量 18kg)と台形断面(質量

16kg)の 2種類である．

4.2. 実験結果

　鉛球を衝突させたときの擁壁の応答を写真 1

に示す．衝突位置，落差によって図 6の 4パター

ンが観察された．鉛球を擁壁の重心よりも下に

衝突させた場合には，滑動とロッキングが現れ，

直ぐに減衰し，運動が停止した．重心よりも上

に衝突させると，ロッキングのみであった．

台形断面の場合，衝突速度が大きいと，前方へ

ロッキング→後方へロッキング→後方へ転倒す

る現象が見られた．衝突速度をさらに大きくす
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れば，ロッキングせず一気に前方へ転倒した．

　図 7 は，鉛球を台形断面擁壁の下面から

yB=0.1m の高さに衝突させたときの滑り量の実

験結果と理論計算結果を比較したものである．

実験値に若干ばらつきがあるものの，理論値と

ほぼ一致している．ばらつきの原因は，鉛球の

衝突位置が擁壁中心と完全には一致せず，衝突

時に鉛直軸回りの回転を生じたことによるもの

と考えられる．

ロッキング

(c)ロッキング→転倒(後)
　　(台形擁壁のみ)

転倒

(b) ロッキング→静止

δ
滑動

(a) (滑動＋ロッキング)→静止

(d) 転倒(前)

後 前

転倒

前前
後

図 6 擁壁の応答
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図 5 模型実験装置
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図 9 後方転倒限界速度

　図 8 は，鉛球の衝突で前方へ転倒するときの

限界速度曲線と実験結果を示している．前方へ

一気に転倒した実験データ(▲，●印)は，理論曲

線の近傍に位置しており，実験と理論値は概ね

一致している．なお，理論値は，擁壁がつま先

を中心に回転するものと仮定した．

　図 9 は，後方へ転倒するときの限界速度曲線

と実験結果を示している．前方へロッキングし

た後，後方へ転倒した実験データ(▲，●印)は，

ばらつきが大きい．

5. 北海道開発局の実験による検証

　北海道開発局 3)では，図 10の実験装置を製作

し，高さ 1m，2m，3mの無筋コンクリート重力

式擁壁に質量 1tの鋼製重錘を衝突させる実大規

模の実験を行っている．

　各種の実験が実施されているが，図 11に示す

2タイプの擁壁について，提案式で前方への転倒

の安定性を照査してみる．

R
=1

0m

H型鋼

重錘

6.
5m

4.
25

m

アングル
コンクリート基礎

供試体

60゜

図 10 北海道開発局の重錘衝突実験 3)

　Type1は2回の実験とも速度3.3m/sで擁壁が転

倒している．そのときの重錘衝撃力は約 500kN

である．Type2は衝突速度 v=6.3m/sでも転倒して

①前方へ滑りながら
　後方へ回転

③後方へ回転 ④停止

滑り量

②前方へ回転

①擁壁に衝突 ②前方へ回転 ③後方へ回転

①擁壁に衝突 ②前方へ回転 ④前方へ転倒③前方へ転倒

④後方へ転倒

写真 1 擁壁の応答
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いない．重錘衝撃力は 1200～1800kNで
1.
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図 11 擁壁寸法(奥行きL=1.0m)

　　　　　表 1 転倒の安全率

e Type1 Type2
0.0 3.10 5.67
0.2 2.15 3.94
0.4 1.58 2.89
0.6 1.21 2.22
0.8 0.96 1.75
1.0 0.78 1.42

ある．反発係数 eを変化させ，式(14)で転倒の安

全率を計算すれば表 1 となる．ただし，地盤の

極限支持力度は qd=2,000kN/m2とした．Type1は

e=0.76で安全率が 1.0となる．e=0.76での Type2

の安全率は 1.8である．

 　提案式を用いれば，実物大擁壁の安定性も適

切に評価できると判断される．

6. 　落石対策便覧式との比較

　壁高 2.0m，延長 8mの落石防護擁壁に質量 1t

の落石が v0=9.8m/sの速度で衝突するものとして，

落石対策便覧式 2)と提案式で安定計算上の必要

断面を求めると図 12となる．ただし，反発係数

は 0.8，底面の摩擦係数は 0.6，地盤の極限支持

力度は 900kN/m2とした．なお，落石対策便覧式

を適用したときの安定性は式(20)で評価した．














≥=

≥






 −

=

5.1

5.1

2
2

µ
I

s

t

H
MgF

d
B
BF

滑動　

転倒　

････････ ( 20)

　ここに，














=
=
=

−
=

bsI

rl

Gr

lr

KH

KM

MgxM

Mg
MM

d

δ
θ
････････････････････ (21)

　ただし，Krは底面の回転バネ定数，Ksはせん

断バネ定数，θは擁壁の回転角，δbは擁壁底面の

水平変位量である．θ，δbの算出法は落石対策便

覧 2)を参照のこと．

　試算結果によれば，必要断面積は提案式を用

いた場合 1.37m2である．落石対策便覧式で台形

断面と仮定した場合は 6.8m2，矩形断面と仮定し

た場合は 5.6m2となる．提案式で求められる断面

の約 4 倍と大きい．提案式を採用すれば，大幅

なコスト縮減が可能になる．

7. 　設計計算例

m=1t0.60m
計算条件
延長L=8.0m
γc=23kN/m3

反発係数e=0.8
摩擦係数µ=0.6
N値30
極限支持力度qd=900kN/m2

限界滑り量 δa=0.1m

v0=9.8m/s

1:2.8

h w
=2

.0
m

m=1t0.60m

B=2.80m

B=6.20m

50.1

67.4

=

=

s

t

F

F

滑動

転倒

50.1

63.2

=

=

s

t

F

F

滑動

転倒

v0=9.8m/s

B=0.77m

落石対策便覧

落石対策便覧

7.2
5.1

=
=

s

s

F
F

滑動

転倒

(a)落石対策便覧法 (b)提案法

図 12 落石が擁壁頂部を直撃したときの試計算結果
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7.1. 設計条件
h f=

2.
00

m
h w

=2
.0

0m

B=1.10m

1:
0.

25

β=20゜

堆積土

b=0.60m

図 13 計算断面

(1)落石

　質　　量 m=1t

　衝突速度 v=11m/s

　反発係数 e=0.8

(2)フェンス

　柵　　高　hf=2.00m

　支柱断面  H-250×125×6×9(SS400)

　断面係数 Z=324,000mm3

　降伏強度 σy=240N/mm2

(3)擁壁

　擁壁高 hw=2.00m

　天端幅  b=0.60m

　底面幅  B=1.00m

　延　長 L=8.0m

　単位体積重量 γc=23kN/m3

(4)支持地盤

　極限支持力度 qd=900kN/m2

　摩擦係数　µ=0.6

(5)堆積土砂

　単位体積重量 γ=18kN/m3

　内部摩擦角 φ=30゜

　壁面摩擦角 δ=20゜

　堆積角度　β=20゜

7.2. 擁壁の図心，慣性モーメント

　断面が台形であるので式(15)～(17)を使わず台

形公式を用いて計算する．

(1)断面積

　 70.10.2)1.16.0(
2
1)(

2
1 =×+=+= whBbA m2

(2)重量

　 80.31200.870.123 =××== ALW cγ kN

(3)質量

　 92.318.9/80.312/ === gWM t

(4)図心位置

　

m66.0
)1.16.0(3

6.01.16.021.12
    

)(3
22

22

22

=
+×

−××+×
=

+
−+=

Bb
bbBBxG

　 m90.0
1.16.0

1.16.02
3
0.22

3
=

+
+××=

+
+⋅=

Bb
Bbh

y w
G

　 m043.0
0.8900
8.991.31 =

×
×==

Lq
Mg

d
η

　 m64.0043.0
2
166.0

2
1 =×−=−= ηGAG xx

　 m10.190.064.0 2222 =+=+= GAGAG yxr

(5)図心に関する慣性モーメント

2

2

22222

22
22

2

22222

22
22

m t58.12

)1.16.0(3
)1.16.01.16.0(0.2)1.16.02(  

0.2
)1.16.0(2

6.01.10.2
2

1.16.0
3
91.31

)(3
)()2(    

)(223

⋅=







+
×+++×+×−

+
−−+





 +=







+
++++−

+
−−+





 +=

Bb
bBBbhBb

h
Bb
bBhBbMI

w

wwG

(6)回転中心に関する慣性モーメント

( )
( ) 222

22

m t66.5190.064.092.3158.12    ⋅=+×+=

++= GAGGA yxMII

7.3. 土砂堆積時の照査

(1)主働土圧

主働土圧係数

　φ=30 ﾟ，δ=20 ﾟ，α=0 ﾟ，β=20 ﾟであるので，
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414.0      

)cos()cos(
)sin()sin(

1)cos(cos

)(cos
2

2

2

=













−+
−+

++

−=

βαδα
βφδφ

δαα

αφ
AK

主働土圧合力と分力

　

kN 29.119     

0.8414.00.218
2
1

2
1 22

=

××××== LKhP AwA γ

　
kN 80.40       

20sin29.119)sin(

=

×=+= δαAAV PP

　
kN 10.112       

20cos29.119)cos(

=

×=+= δαAAH PP

主働土圧の作用位置

　
m67.0

3

m1.1

==

==

w
A

A

h
y

Bx

(2)基礎底面に作用する荷重

　鉛直力

　 kN60.35380.4080.312 =+=+= AVl PWV

　水平力

　 kN10.112== AHl PH

 　荷重合力の作用位置

　

m 49.0
60.353

67.010.1121.180.4066.080.312

=

×−×+×=

−+
=

V
yPxPWx

d AAHAAVG

　荷重合力の偏心量

　 m 06.049.0
2
10.1

2
=−=−= dBed

　最大地盤反力度

　
2kN/m3.53         

1.1
06.061

0.81.1
60.3536

1max

=






 ×+

×
=







 +=
B
e

BL
V

q dl

(3)安定性の照査

　転倒

　 2.9
06.02

1.1
2

=
×

==
d

t e
BF >3.0                   O.K.

　滑動

　 9.16.0
10.112
60.353 =×== µ

l

l
s H

V
F >1.5         O.K.

　支持力

　 9.16
3.53

900
max

===
q

q
F d

s >3.0                 O.K.

7.4. 落石時の照査

(1)フェンスの照査

落石の運動エネルギー

kJ5.600.110.1
2
1

2
1 22 =××== mvE f

支柱の降伏モーメント

mkN76.77     

mmN000,760,77000,324240

⋅=

⋅=×== ZM yy σ

支柱の許容回転角　θa=0.26rad

ネットとロープの吸収エネルギー　En=25kJ

フェンスの吸収可能エネルギー

O.K.                         60.5kJkJ4.65

2526.076.7722

=>=

+××=+=

f

nayfa

E

EME θ

(2)擁壁の安定性の照査

　擁壁の並進運動エネルギー

kJ77.5     
)92.310.1(2

)8.01(0.110.192.31
)(2

)1(
2

222

2

22
0

2

=
+×

+×××=
+

+=
Mm

evMmEk

　摩擦による吸収エネルギー

　　限界滑り量をδu=0.1mとする．

　　
kJ 77.18      

1.06.08.992.31

=

×××== uka MgE µδ

　滑動の安全率

　　 3.3
77.5
17.18

===
k

ka
s E

E
F >1.5               O.K.

　落石の衝突位置

 　　yC=hw+hf=2.0+2.0=4.0m

　角速度

　　

rad/s711.0
0.40.166.51

0.4)8.01(110.1

)1(

2

2

=
×+

×+××=

+

+
=

C

C

myI

yemv

A
Aω

　擁壁の回転エネルギー

 　　

kJ07.13

711.066.51
2
1

2
1 22

=

××== AAr IE ω
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　擁壁の回転による吸収エネルギー

　　
( ) ( )

kJ56.62      

90.010.180.312

=

−×=−= GAGra yrWE

　転倒の安全率

　　 9.4
07.13
56.62

===
r

ra
s E

E
F >1.5               O.K.

(注)

　落石衝撃力が作用する時間は非常に短い(北海道開発

局の重錘衝突実験 3)によれば 25×10-3s)ため，落石の影

響と土圧は同時に考慮する必要はない．

　擁壁背後は，擁壁高さの 1/2程度まで土で埋め

戻される．したがって，後方への転倒に対する

検討は省略する．

8. 　結　論

　本論文では，剛体の運動力学を適用した落石

防護擁壁の安定性照査法を提案した．提案式の

妥当性を模型実験によって検証したところ，実

測された擁壁の滑り量，転倒限界速度は，計算

値とほぼ一致した．また，北海道開発局の実物

大実験の結果も提案式で説明することができ，

提案式の妥当性が確認された．

　高さ 2m，延長 8mの擁壁を落石が直撃する場

合について，落石対策便覧式と提案式で試計算

を行った結果，落石対策便覧式で求められる擁

壁断面の約 1/4になることがわかった．

　平成 9 年に建設省土木研究所が行った落石に

関する実態調査 4)によると，落石防護擁壁の被害

は，落石防止柵の飛び越え，擁壁本体コンクリ

ートの欠損，落石防止柵の破壊が多く，擁壁の

滑動や転倒はなかった，と報告されている．ま

た，北海道開発庁による落石防護擁壁への重錘

衝突実験 4)によると，質量 1tの重錘を 4m/sの速

度で衝突させたとき 2MN の衝撃力が測定され

ている．これから落石対策便覧式のラーメ定数

を逆算するとλ=800Mpaにも及ぶ．

　本論文では，落石衝撃力によるコンクリート

の破壊については言及しなかったが，鉄筋で補

強する，背後に緩衝材を設置するなどの対策が

必要と思われる．

　本研究は，社団法人四国建設弘済会の「平成

10年度建設事業の技術開発支援制度」による助

成を受けて実施したものである．

(完)
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